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事業事前評価表（案）（地球規模課題対応国際科学技術協力） 

作成日：平成 25 年 12 月 25 日 

担当部・課：農村開発部・畑作地帯課 

１．案件名 

モンゴルにおける家畜原虫病の疫学調査と社会実装可能な診断法の開発プロジェクト 

２．事業の背景と必要性 

（１） 当該国における獣医畜産セクターの現状と課題 

モンゴルでは、290 万人の人口に比し 4000 万頭を超える家畜が飼養され、畜産が重要

な産業となっている。全就労人口の 33％が農畜産業に従事し、その内の約 8割が畜産業

を営んでいる。他方、殆どの畜産農家が遊牧生活を営む零細経営であり、生産性や収益

性が低いことが課題となっている。 

家畜の生産性や収益性向上の為には家畜疾病対策が重要であり、そのための対策は漸

次実施されてきている。具体的には、伝染性の高いブルセラ症や口蹄疫などの感染症に

対する診断・予防・治療法については、我が国を含めたドナーによる協力などを通じて

知見が蓄積され、地方の獣医ラボ1でも、独力である程度の診断と治療が実施できる水準

となってきている。 

その中で、なお大きな問題として残っているのが家畜原虫病である。モンゴル国立農

業大学獣医学研究所が全国規模で実施したウマのピロプラズマ病に関する疫学調査によ

ると、原虫病に感染したウマの割合が平均で 40％程度に達している事が判明し、原虫病

対策の必要性が浮き彫りとなった。家畜原虫病に感染した家畜は健康障害を被って継続

的に生産性が悪化するだけでなく、モンゴルの冬期の極端な低温、雪害による飼料不足

を乗り切ることが出来ず死亡するケースも多いとされ、原虫病への対応は、生産性の高

い牧畜業の実現のために不可欠である。 

そのような家畜原虫病の重大性にも関わらず、同疾病のモンゴル国内での分布や被害

の実体が明らかになっていないことが対策上の大きなネックとなっている。モンゴルの

主要家畜は「ウシ、ウマ、ヤギ、ヒツジ、ラクダ」であるが、これらの家畜について、

全国規模の疫学調査を通して原虫病の実態を解明するとともに、牧野のような施設設備

の全くない場所であっても実施可能な簡易迅速診断法の開発に資する研究の実施が求め

られている。 

 

（２） 当該国における獣医畜産セクターの開発政策と本事業の位置付け 

モンゴル政府は 2008 年に策定された「ミレニアム目標に基づくモンゴル総合的国家開

発計画」において、2007 年から 2015 年の間の農業と食品産業の開発政策として、地域

の特性を考慮しつつ、遊牧と集約的な牧畜の両者のバランスを保ちながら発展させ、近

代的な予防・対策技術を応用して家畜の伝染病や寄生虫病を確実に抑制し、畜産物の加

工と輸出を増加させることを目標として掲げている。 

また、2010 年 5 月に国家大会議で承認された「モンゴル国家家畜プログラム」では、

今後 10 年間の目標として、牧畜関連の法整備や牧畜分野の人材育成、家畜感染症対策の

強化などを挙げている。 

このように、家畜疾病対策は、家畜の健康状態を良好に保ったうえで生産性や収益性

の向上を目指すために重要視されており、本プロジェクトの実施は当該国の開発政策に

整合する。 

                                            
1
 獣医ラボは各県（アイマグ）に配置されており、県の中小企業農牧業局獣医部によって管轄されている。郡（ソム）

の獣医繁殖ユニット、民間獣医センターと連携して疾病対策を行っている。 
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（３） 獣医畜産セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国は「対モンゴル国別援助方針（2012 年 4 月）」で、重点開発課題のひとつに「産

業構造の多角化を見据えた中小・零細企業を中心とする雇用創出」を掲げている。最大

の雇用吸収先である農牧業部門に対しては、「農牧業経営支援プログラム」の中で、農牧

業の生産性及び効率化の向上を通じ、農牧業従事者の収入向上を支援するとともに、質

の高い製品を生産するための感染症対策や検査体制などの強化を図ることを援助方針と

しており、本プロジェクトもこのプログラムのひとつに位置付けられる。 

獣医畜産セクターにおいては、1990 年の民主化以降、我が国は数々のプロジェクトを

実施してきた。研究レベルでの技術向上に関しては、技術協力「家畜感染症診断技術改

善計画」が 1997～2002 年に実施され、モンゴル国立農業大学獣医学研究所の感染症診断

技術に関する研究能力が強化されたとともに、プロジェクト終了後も、日本の大学との

連携によるレベルの高い研究者の育成といったインパクトが発現している。本プロジェ

クトは、これまでの協力で培われた研究能力を、国際共同研究を通してさらに発展させ

るものである。 

 

（４） 他の援助機関の対応 

モンゴルにおける畜産分野の援助はアメリカ合衆国国際開発庁（USAID）、世界銀行、

国際連合食糧農業機関（FAO）、欧州連合（EU）、スイス開発協力機構（SDC）及び JICA が

主要ドナーとなっている。これまで、幾つかの機関で家畜衛生分野に係る協力が実施さ

れているが2、政府レベルでの家畜疾病対策システムの構築を中心とし、対象とする疾病

も口蹄疫、ブルセラ症、鳥インルエンザなどの伝染性の高い感染症であり、中央獣医衛

生ラボや地方獣医ラボが実施・協力対象機関となっている。 

家畜原虫病に関する研究開発プロジェクトは、モンゴル国で初めて実施されるもので

あり、本プロジェクトと他援助との重複は見られず、本プロジェクトはこれまでの協力

を補完し発展させる役割を果たす。 

 

３．事業概要 

（１） 事業目的 

本事業は、家畜原虫病の疫学調査および簡易迅速診断法の開発を実施することにより、

家畜原虫病の早期摘発および予防・対策のためのモンゴル国立農業大学獣医学研究所の

研究開発能力向上を図るものである。 

 

（２） 事業スケジュール(協力期間) 

2014 年 6 月～2019 年 5 月を予定（計 60 ヵ月） 

 

（３） 本事業の受益者（ターゲットグループ） 

直接受益者：モンゴル国立農業大学獣医学研究所の研究員（約 16 人） 

間接受益者：モンゴル国の牧畜業従事者（約 34 万人3）、獣医畜産関係の行政機関（中

央、県（アイマグ）、郡（ソム）レベルの担当職員など約 740 人） 

 

                                            
2
 実施中の主なプロジェクト：SDC「家畜健康プロジェクト（Animal Health Project）」、世界銀行/FAO「家畜・農業

市場プロジェクト（Mongolia Livestock and Agricultural Marketing Project）」 
3
 ただし農牧業全体の数（ 出所： 北東アジア経済データブック 2012）, 

http://www.erina.or.jp/jp/Library/databook/pdf/12/2012databook.pdf 

http://www.erina.or.jp/jp/Library/databook/pdf/12/2012databook.pdf
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（４） 総事業費（日本側） 

約 3.6 億円 

 

（５） 相手国側実施機関 

モンゴル国立農業大学獣医学研究所 

 

（６） 国内協力機関 

帯広畜産大学原虫病研究センター 

 

（７） 投入（インプット） 

① 日本側 

・在外研究員（専門家）派遣： 

長期 2 名（業務調整）（遺伝子診断法開発） 

  短期 研究総括/トリパノソーマ4診断法開発/疫学調査、研究副総括/ピロプ

ラズマ5診断法開発/疫学調査、遺伝子診断法開発、病理学調査、ダニ

分布調査の分野を予定 （約 7名） 

・招へい研究員受け入れ：若手研究員年間 2～3名程度 

・機材供与：イムノクロマトグラフィー6作製装置、遺伝子増幅装置など 

② モンゴル側 

・研究リーダー：獣医学研究所長、研究員：獣医学研究所の研究員 16 名（分子

遺伝学研究室、ベクター学・原虫学研究室、病理学研究室） 

・施設：プロジェクトオフィス及び動物実験施設に必要なスペース 

・その他：研究に必要な資機材の整備、プロジェクト活動費（プロジェクト運営

に必要な経常経費、消耗品費など） 

 

（８） 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

本プロジェクトにおいては特段の配慮を要する事項は予見されない。 

 

（９） 関連する援助活動 

① 我が国の援助活動 

「獣医・畜産分野人材育成能力強化プロジェクト（2014 年～2019 年）」が、モンゴル

国立農業大学獣医学部をカウンターパートとして実施される予定である。同プロジェ

クトは獣医・畜産分野の人材育成能力の強化を図るものであり、本プロジェクトの目

的及び内容とは異なるが、プロジェクト実施過程において、得られた成果などについ

ての情報交換を行うことにより、将来的に双方のプロジェクト成果の相互活用も期待

される。 

② 他ドナー等の援助活動 

２.（４）に記載のとおり。 

 

４．協力の枠組み 

（１）協力概要 

                                            
4
 本プロジェクトで研究対象となる原虫。主に虻による媒介や交尾により感染する。 

5
 本プロジェクトで研究対象となる原虫。主にマダニによって媒介される。 

6
 簡易迅速診断を可能とする抗原検出法。 
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① プロジェクト目標 

共同研究による疫学調査および簡易迅速診断法の開発を通して、獣医学研究所の家畜

原虫病（トリパノソーマ病、ピロプラズマ病）の早期摘発および予防・対策のための研

究開発能力が向上する。 

 

② 成果及び活動 

・成果 1：家畜原虫病の簡易迅速診断法が開発される。 

指標： 1-1)  2016 年までに、試作された簡易迅速診断キットが野外での疫学調

査で使用される 

 1-2) 2018 年までに、獣医学研究所が試作した簡易迅速診断キットの有

効性が確認される。 

活動： 1-1)  トリパノソーマ病、ピロプラズマ病の野生株を収集・分離し馴化

培養する。 

 1-2) 1-1 で収集した野生原虫株の抗原遺伝子型解析を行い、標的抗原遺

伝子を同定する。 

 1-3) 組換え抗原を作製する。 

 1-4) 組換え抗原の反応特性と実用性をLAMP法やELISA法などを活用し

て評価し、イムノクロマト法（ICT）に利用可能な抗原タンパク質

を得る。 

 1-5) 組換え抗原を用いて ICT による簡易迅速診断キットを試作する。 

 1-6) 簡易迅速診断法の自然感染宿主を用いた評価を実施する。 

 1-7) 開発した簡易迅速診断法の野外における社会実装性評価（2-1 の疫

学調査と並行して実施）と改良を行う。 

 

・成果 2：モンゴルにおける家畜原虫病と媒介ダニの存在、分布および被害状況が明ら

かになる。 

指標： 2-1)  7 種類の原虫病と 3種類の媒介ダニの分布マップが作成される。  

 2-2) 家畜原虫病被害状況に関するレポートや報告会の数が合計 7 種類

以上となる。 

活動： 2-1)  原虫病と媒介マダニの疫学調査を実施し、原虫病に関する情報並

びに感染動物の一般臨床症状や病理組織学情報を収集する。 

 2-2) 原虫病および媒介マダニ分布データの GPS 位置情報を解析する。 

 2-3) 原虫病および媒介マダニの流行分布マップを作成する。 

 

・成果 3：疫学調査の詳細分析結果や原虫病予防・対策の試行実施結果に基づき、モン

ゴルにおいて社会実装可能な原虫病の予防・対策方法が提案される。 

指標： 3-1)  社会実装可能な家畜原虫病予防・対策方法に関するレポートや報

告会の数が合計 7種類以上となる。 

活動： 3-1)  疫学調査で得られた情報を元に、原虫病予防・対策のモデル地区

を決定する。 

 3-2) 原虫病の予防・対策方法を検討し、モデル地区にて試行実施する。 

 3-3) 原虫病感染による健康被害の実態と家畜生産性の関係についての

分析を行う。 

 3-4) モンゴルにおいて社会実装可能な原虫病の予防・対策を提案する。 
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（２）その他インパクト 

・全国規模での疫学調査の実施には、獣医学研究所の研究員のみならず地方獣医師の

協力が不可欠であるが、地方獣医師の本プロジェクトに対する関心は高く、良好な協力

体制を構築できる見込みである。本プロジェクトの実施を通して地方獣医師の診断技術

向上にも寄与することが期待される。 

・本プロジェクトの活動を通して作製される組換え抗原は、簡易迅速診断方法の開発

のみならず、将来的にワクチン開発などにも活用可能であることから、プロジェクトの

スコープを超えたインパクトの発現も期待される。 

 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

（１） 事業実施のための前提 

特になし 

（２） 成果達成のための外部条件 

地方獣医師の疫学調査への協力が得られる。 

（３） プロジェクト目標達成のための外部条件 

特になし 

 

６．評価結果 

本事業は、モンゴル国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致してお

り、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

（１） 類似案件の評価結果 

1997 年～2002 年に実施されたモンゴル国「家畜感染症診断技術改善計画」（技術協力）

の事後評価(2009 年)では、地方獣医ラボの診断機器の不足が指摘されている。また、診

断技術の面で地方獣医ラボを支援することが提案されている。 

 

（２） 本事業への教訓 

本プロジェクトでは、地方獣医ラボ職員や獣医師が特別な施設機材なしに利用できる

家畜原虫病の簡易迅速診断キットの開発・普及を目指して活動を行うものである。獣医

学研究所で開発・製造された簡易迅速診断キットの社会実装性評価を、地方獣医師の協

力で実施するため、地方における診断技術の向上にも貢献する。 

なお、本プロジェクトは研究室内での分析や論文作成に留まらず、モンゴルの社会状

況を考慮に入れた社会実装可能な成果を生み出すことを念頭に置いたプロジェクト策定

とした。 

 

８．今後の評価計画 

（１） 今後の評価に用いる主な指標 

４．(１)のとおり 

 

（２） 今後の評価計画  

・中間レビュー  2016 年 9 月頃 

・終了時評価   2018 年 12 月頃 
 


